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１．世界の情勢と国力一般
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図１－１／主要国の名目GDPの推移

○ 我が国の名目GDPは長らく米国に次ぐ２位であったが、2010年に中国に抜かれ３位に後退。
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出典：内閣府「平成24年度国民経済計算確報（フロー編）ポイント」をもとに文部科学省作成 2

資料：
日本以外のＯＥＣＤ加盟国（上記のうち日本、中国以外の各国） ： OECD“Annual National Accounts Database”
日本：経済社会総合研究所推計値

（円の対ドルレートは、東京市場インターバンク直物中心相場の各月中平均値の四半期別単純平均値を利用。
名目GDP（ドルベース）は、四半期推計値（円ベース）を 四半期ごとにドル換算して算出）

中国：中国統計年鑑2013（為替レートはIMF“International Financial Statistics”）
世界：世界銀行“World Development Indicators database”

※中国は香港及びマカオを含まない



出典：IMD「WORLD COMPETITIVENESS YEARBOOK」をもとに文部科学省作成

日本の評価結果

2014年版 ※（ ）は2013年順位

・経済状況： 25位（25位）

・政府の効率性： 42位（45位）

・ビジネスの効率性： 19位（21位）

・インフラ： 7位（10位）

(科学的インフラ：２位（２位））

（インフラ分野の強い指標の例）

・有効特許件数：1位

・企業が持続可能な成長を重視しているか：1位

・平均寿命：1位

・都市の管理：2位

・中等教育就学率：3位

・企業の研究開発投資：3位

・水道アクセス：3位

（インフラ分野の弱い指標の例）

・依存人口比率（注2）：56位

・外国語のスキル：54位

・携帯電話料金：51位

・電気通信への投資：51位

・工業顧客向け電気料金：50位

全60ヶ国・地域

※ 頻繁に集計方法が変更されており、厳密な意味で統計の連続性はない。
※ 依存人口比率とは生産年齢人口（15歳～64歳の人口）に対する、非生産年齢人口の割合

図１－２／国際競争力の推移（IMD世界競争ランキングより）

○ 我が国の順位は、1990年代前半では世界競争ランキング1位であったが、その後急落し、2002年以降は停
滞。2014年は60ヶ国中21位（2013年は24位）。
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出典：WEF「The Global Competitiveness Report 2013–2014」をもとに文部科学省作成

日本の評価結果

2013年版 ※（ ）は2012年順位

・制度機構： 17位（22位）

・インフラ： 9位（11位）

・マクロ経済の安定： 127位（124位）

・保健及び初等教育： 10位（10位）

・高等教育及び訓練： 21位（21位）

（強い指標の例）

・生産工程の洗練：1位

・企業が研究開発投資を重視するか：2位

・科学者や技術者の人材確保：4位

（弱い指標の例）

・財政収支：144位

・財政債務：148位 全148ヶ国・地域

シンガポール 2
ドイツ 4
アメリカ 5
日本 9
イギリス 10

フランス 23

韓国 25

中国 29

・商品市場効率： 16位

・労働市場効率： 23位

・金融市場の高度化： 23位

・技術的即応性： 19位

・市場規模： 4位

・ビジネスの高度化： 1位

・イノベーション： 5位

スイス 1

※ 頻繁に集計方法が変更されており、厳密な意味で統計の連続性はない。

図１－３／国際競争力の推移（WEF国際競争ランキングより）

○ 我が国の順位は、2001年から2006年にかけて上昇。その後、５～10位の間で推移。2013年は148ヵ国中９

位（2012年は12位）
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図１－４／主要先端製品・部材の売上高と世界シェア（2012年）

5出典：経済産業省「我が国企業の国際競争ポジションの定量的調査」



図１－５／我が国の貿易収支の推移

6出典：財務省貿易統計

○ 我が国の貿易収支は1981年以降黒字が続いていたが、2011年に貿易赤字になってからは、赤字幅が増大。



図１－６／地球温暖化の将来予測

○ 20世紀半ば以降、地上気温の上昇が続いており、今後も地球温暖化が進行することが予測されている。

世界規模及び大陸規模の気温変化

出典：IPCC「気候変動2013」第1回作業部会報告書

※ CMIP5 の複数のモデルによりシミュレーションされた時系列（1950 
年から2100 年）。1986～2005 年平均に対する世界平均地上気温の変
化をRCP2.6（青）とRCP8.5（赤）のシナリオについて示した。黒（と
灰色の陰影）は、復元された過去の強制力を用いてモデルにより再現
した過去の推移である。全てのRCP シナリオに対し、2081～2100 年
の平均値と不確実性の幅を彩色した縦帯で示している。数値は、複数
モデルの平均を算出するために使用したCMIP5 のモデルの数を示して
いる。

※ 地上気温については1880～1919 年平均、海洋貯熱量については1960
～1980 年平均、海氷については1979～1999 年平均を基準とした偏差
を示している。時系列は全て10 年平均で、10 年間の中心年の位置に
表示している。気温の図では、調査がなされた領域の空間被覆率が
50%以下である場合には、観測値は破線で示される。海洋貯熱量と海
氷の図では、データ被覆率が良好で品質がより高い年代は実線で、
データ被覆率がかろうじて妥当な水準でそのため不確実性が大きい年
代は破線で示される。
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図１－７／主要国のエネルギー自給率、世界の地域別エネルギー需要の見通し

○ 我が国のエネルギー自給率は６％と低く、OECD34ヶ国中33位。

○ 今後の世界のエネルギー需要の見通しについて、2035年には2010年と比較して、約35％増加する見込み。

出典：外務省「外交白書2013」

資料：国際エネルギー機関（ＩＥＡ）
World Energy Outlook

ＯＥＣＤ諸国の一次エネルギー自給率比較（2012年：推計値） 地域別エネルギー需要の見通し

※ IEAは原子力を一次エネルギー自給率に含めている。
※ 表中の「－」：僅少
資料：IEA「Energy Balance of OECD Countries 2013」を基に作成

出典：経済産業省「通商白書2014」
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図１－８／主要国の食料自給率

○ 我が国の食料自給率（カロリーベース）は39％であり、先進国の中で最低の水準

※ 数値は、平成21年（ただし、日本は平成24年度）
※ カロリーベースの食糧自給率は、総供給熱量に占める国産供給熱量の割合である。畜産については、輸入資料を考慮

している。

9

出典：農林水産省「食糧需給表」、FAD“Food Balance Sheets”等を基に農林水産省で試算した（アルコール類は含まない）。
ただし、スイスについてはスイス農業庁「農業年次報告書」、韓国については韓国農村経済研究院「食品需給表」による。

（http://www.maff.go.jp/j/zyukyu/zikyu_ritu/011.html）



図１－９／世界における携帯電話及びインターネット普及率の変化

○ 携帯電話の普及率は約90％であり、途上国であってもおおむね75％を超えている。
○ インターネットの普及率は約35％であり、途上国であってもおおむね25％を超えている。

10出典：総務省「平成26年版情報通信白書」
（http://www.soumu.go.jp/johotsusintokei/whitepaper/ja/h26/pdf/index.html）



図１－10／デジタルデータ量の増加予測

11

○ 国際的なデジタルデータ量は飛躍的に増大しており、2020年には40ZBに達する見込み。

出典：総務省「平成26年版情報通信白書」
（http://www.soumu.go.jp/johotsusintokei/whitepaper/ja/h26/pdf/index.html）

注：ＥＢ（エクサバイト）やＺＢ（ゼタバイト）はコンピュータで扱う情報量や記憶容量の単位。
1エクサ＝100ペタ＝100京＝1,000,000兆 1ゼタ＝1,000エクサ



12

図１－11／ＩＣＴ競争力ランキング

○ 我が国の主要ICT指標は、概ね20位前後であり、多くの指標は年々低下。

出典：総務省「平成24年版 情報通信白書」



図 １－12／我が国の人口動態の推移と将来予測

○ 我が国の人口は2010年から長期の人口減少過程に入っており、2050年には１億人を割り込むことが予想

されている。

○ 高齢化率は上昇することが見込まれており、2060年には約40％に達すると予想されている。

出典：平成25年版 情報通信白書
資料：2010年までは総務省「国勢調査」、2015年以降は国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口

（平成24年1月推計）」の出生中位・死亡中位仮定による推計結果
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図１－13／東日本大震災からの復旧・復興状況

○被災者支援
・ 震災直後に約47 万人に上った避難者は、平成26年３月13日時点で約26万人。そのうち、応急仮設住宅への入居者は約10万人
（平成26年３月時点）

○地域づくり
・公共インフラについて、被災３県内の主要な直轄国道の復旧率は99％ （平成26年３月末時点） 、鉄道の復旧率は90％（平成
26年４月26日時点）
・災害廃棄物の処理について、岩手県及び宮城県においては、平成26年３月末までに処理が完了。一方、福島県においては、
「汚染廃棄物対策地域」を除いて、災害廃棄物の74％（平成26年３月末時点）の処理が完了
・住宅再建・高台移転について、防災集団移転促進事業では、90％の地区で着工され、15％が完了している。復興住宅は、必
要戸数2.2万戸のうち、2,241戸の整備が完了

○産業・雇用
・鉱工業について、震災前の水準におおむね復旧しているものの、業種によっては復旧に時間を要している。
・被災３県の雇用状勢について、平成23年４月に有効求人倍率が0.45まで低下したが、平成26年３月時点では1.24となってい
る。

○原子力災害からの復興
・「原子力災害からの福島復興の加速に向けて」を平成25年12月に閣議決定した。
・避難状況について、福島県全体の避難者数は約13.5万人（平成26年３月10日時点）。そのうち、避難指示区域からの避難者
数は約8.1万人、既に指示が解除された区域（旧緊急時避難準備区域）からの避難者数は約2.1万人。なお、避難指示区域につい
ては、平成25年８月までにすべての市町村で区域見直しを終えており、平成26年４月には田村市において東電福島第一原子力
発電所の事故後初となる避難指示の解除が実施されている。
・福島復興・再生に係る制度的な取組について、子供に特に配慮した生活支援等を実施している。
・原子力損害賠償について、原子力損害賠償紛争審査会において、賠償に関する紛争について和解の仲介を行っている。
・放射線による健康への影響等に係る対策について、福島県民の中長期的な健康管理を可能とするため、福島県が実施する「県
民健康管理調査」に対する支援を行っている。
・除染について、政府、地方公共団体等が協力して実施している。国が除染を行う除染特別地域については、４市町で計画に基
づく除染が終了（平成26年3月末時点）
・東電福島第一原子力発電所の安全性の確保について、「東京電力（株）福島第一原子力発電所１～４号機の廃止措置等に向け
た中長期ロードマップ」（平成25年６月改定）に基づき、廃炉に向けた取組を実施している。

出典：文部科学省「平成26年版科学技術白書」



出典：内閣府経済社会総合研究所国民経済計算部「平成23年度県民経済計算について」（平成26年６月）

図１－14／我が国の県内総生産

○ 我が国の生産活動は東京に一極集中しており、その傾向は10年前から大きな変化はない。
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２．研究開発投資
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図２－１／科学技術指標の国際比較

出典：文部科学省作成 17

国 名

項 目

日本

（12年度）

米国

(11年度）

ドイツ

（10年度）

フランス

(10年度）

英国

(1１年度）

EU-28

(10年度)

中国

(11年度）

韓国

(10年度）

国内総生産（ＧＤＰ） 473兆円 1,196兆円 290兆円 225兆円 194兆円 1,435兆円 582兆円 89兆円

人 口 1.3億人 3.1億人 0.8億人 0.6億人 0.6億人 5.1億人 13.5億人 0.5億人

研究費総額

対GDP比

17.3兆円

3.67%

33.1兆円

2.77%

8.1兆円

2.80%

5.0兆円

2.24%

3.4兆円

1.77%

28.7兆円

2.00%

10.7兆円

1.84%

3.3兆円

3.74%

うち自然科学のみ

対GDP比

15.9兆円

3.37%

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

政府負担額

政府負担割合

対GDP比

3.3兆円
19.1%

0.70%

11.1兆円
33.4%

0.92%

2.5兆円
30.3%

0.85%

1.9兆円
37.0%

0.83%

1.1兆円
32.2%

0.57%

10.1兆円
35.3%

0.71%

2.3兆円
21.7%

0.40%

0.9兆円
26.7%

1.00%

民間負担額
民間負担割合

13.9兆円
80.5%

22.1兆円
66.6%

5.4兆円
65.8%

2.8兆円
55.3%

1.7兆円
50.8%

16.0兆円
55.8%

7.9兆円
73.9%

2.4兆円
73.0%

研究者数
（単位：万人）

83.6
※１ 65.7

（99年）

126.1
※２ 141.3

32.8 24.0 26.2 159.6 131.8 26.4

民 間
48.9

58.5％

102.8

81.5％

18.6

56.7％

14.3

59.5％

9.0

34.3％

73.5

46.1％

81.9

62.1％

20.5

77.7％

政府研究機関
3.2

3.8％

4.7

3.8％

5.2

15.8％

2.7

11.2％

0.9

3.4％

19.7

12.3％

25.0

19.0％

2.0

7.5％

大 学

31.5

37.7％

18.6

14.8％

9.0

27.6％

7.0

29.3％

16.4

62.3％

66.3

41.6％

24.9

18.9％

3.9

14.9％

※ 各国とも人文・社会科学を含む。２．邦貨への換算は国際通貨基金（IMF)為替レート(年平均）による。３．研究費政府負担額は、地方政府分を含めた研究活動に使用された経
費の総額である。４．米国と英国の研究費総額は、暫定値である。５．EU-28及びドイツの研究費総額は、推定値である。６．日本の研究者数は、2013年3月31日現在の値。ま
た※１の値は、2012年3月31日の専従換算（FTE）値である。７．米国の研究者数における※２の値は2007年の値であり、OECD推計値である。また、割合は組織別研究者数の
合計に占める割合であり、組織別研究者数の合計と研究者数は一致しない。 ８．英国及びEU-28の研究者数は暫定値である。９．ドイツの研究者数は、推定値である。１０．民
間における研究者数は、非営利団体の研究者を含めている。



出典：文部科学省「科学技術要覧平成25年版」

※ 各国とも人文・社会科学が含まれている。ただし、韓国の2006年度までは人文・社会科学が含まれていない。

なお、日本については自然科学のみの研究費を併せて表示している。

※ ドイツの1982、1984、1986、1988、1990、1992、1994-96、1998、2011年度の値は推計値である。

※ フランスの2010年度の値は暫定値である。

※ 英国の2008-2010年度の値は推計値、2011年度の値は暫定値である。

※ EUの値はEurostat（欧州委員会統計局、以下略）による推計値である。

※ インドの2006、2007年度の値は推計値である。

※ EU-15（以下の15か国；ベルギー、デンマーク、ドイツ、アイルランド、ギリシャ、スペイン、フランス、イタリア、ルクセンブルク、オランダ、

オーストリア、ポルトガル、フィンランド、スウェーデン、英国）

※ EU-28（EU-15に加えた以下の13か国；ブルガリア、チェコ、エストニア、キプロス、ラトビア、リトアニア、ハンガリー、マル タ、ポーランド、

ルーマニア、スロベニア、スロバキア、クロアチア）

図２－２／主要国等の研究費の推移

○ 日本、米国、ＥＵの研究費は90年代半ばに同程度であったが、その後、米国、ＥＵが研究費を急激に伸ば
す一方で、日本の伸びは停滞。一方、中国の研究費は急激に増加し、日本の研究費に近づいてきている。
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資料：
日本： 総務省「科学技術研究調査報告」
EU： Eurostat database、
インド: UNESCO Institute for Statistics S&T 

database
その他の国：OECD, Main Science and Technology 

Indicators, Vol. 2013/1.
IMF為替レート：IMF International Financial 

Statistics Yearbook



図２－３／主要国等の組織別研究費負担割合

○ 我が国の研究費の政府負担割合は主要国と比較して低い。

出典：文部科学省「科学技術要覧平成25年版」

※ 各国とも人文・社会科学が含まれている。なお、日本については専従換算の値を併せて表示している。
※ 日本の専従換算の値は、総務省統計局「科学技術研究調査報告」の研究費のうち、大学等の研究費の人件費に文部科学省「大

学等におけるフルタイム換算データに関する調査」（平成20年）のフルタイム換算係数を乗じて試算している。
※ 負担割合では政府と外国以外を民間としている。
※ 米国、英国の値は暫定値である。
※ EUの値はOECDによる推計値から求めた値である。
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資料：
日本： 総務省「科学技術研究調査報告」
その他の国：OECD “Main Science and Technology 

Indicators Vol 2013/1"
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資料）日本：総務省「科学技術研究調査」
その他：OECD「Main Science and Technology Indicators」

資料）日本：（政府負担研究費）総務省「科学技術研究調査」
（GDP）内閣府「国民経済計算確報」

EU:（研究費、国内総生産）「Eurostat database」
その他：OECD「Main Science and Technology Indicators」

2000年度を100とした場合の
各国の科学技術関係予算の推移

注）各国の科学技術関係予算をIMFレートにより円換算した後、2000年度の値を100として
算出。

資料）日本： 文部科学省調べ。各年度とも当初予算
中国： 科学技術部「中国科技統計数据」
EU-15： Eurostat
その他の国： OECD「Main Science and Technology Indicators」
IMFレート：IMF「International Financial Statistics Yearbook」

出典：文部科学省作成

図２－４／主要国等の政府研究開発投資の推移

○ 我が国の科学技術関係予算の伸びは諸外国に比較して低調

○ 研究費の政府負担割合は、主要国と比較して低く、その対GDP比も横ばい傾向
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図２－５／主要国等の性格別研究費割合、日本の組織別割合

○ 日本は諸外国に比べて基礎研究への投資割合が低い。
○ 我が国の研究費を組織別に見ると、大学では基礎研究の割合が他の組織と比較して高い。

主要国等の性格別研究費割合 日本の性格別研究費割合（組織別）（平成23 年度）

※ 自然科学（理学、工学、農学、保健）に使用した研究費の
性格別構成割合である。

出典：総務省統計局「科学技術研究調査報告」

※ 日本を除き、各国とも人文・社会科学が含まれている。
※ 日本の専従換算の値は、総務省統計局のデータを基に文部科学省で試算
※ 英国の値は推計値である。

出典： 日本： 総務省「科学技術研究調査報告」
その他の国：OECD R&D database March 2013.
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図２－６／科学技術関係経費の推移

出典：文部科学省作成
22



図２－７／分野別の科学技術関係経費の推移

23

※ 第3期科学技術基本計画（H18～H22）に基づく8分野は、H23以降の第4期科学技術基本計画における政策的な位置付けと
異なる分類であるが、過去からの推移を見るために、H23以降データについても、H18～H22年度と同じ方法で8分野に分類
した集計を行っているものである。

※ 本集計は、現時点で各府省から入手したデータをとりまとめたものであるため、変更があり得るものである。

出典：内閣府(http://www8.cao.go.jp/cstp/budget/index.html)
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図２－８／府省別の科学技術関係経費

（単位：億円）

※ 本集計は、現時点で未確定である公共事業費の一部（平成25年度まで社会資本整備事業特別会計で計上）等を除い
たほか、現時点での各府省の速報値をとりまとめたものである。

※ 予算額は四捨五入して掲載（予算計上がない場合は「-」と掲載）。 出典：文部科学省

（単位：億円）（単位：億円）
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出典：文部科学省作成

図２－９／大学等の基盤的経費の推移

○ 大学の基盤的経費は、この10年間で大幅に減少している。
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図２－10／国立大学等（自然科学）の内部使用研究費における自己資金割合の推移

○ 国立大学等の研究費に占める外部資金の割合は年々増加している。

出典：科学技術・学術政策研究所「科学技術の状況に係る総合的意識調査（NISTEP定点調査2013）」（平成26年４月） 26

資料：総務省「科学技術研究調査」に基づき科学技術・学術政策研究所において集計



図２－11／大学・公的研究機関における研究費の企業負担率（国際比較）

出典：経済産業省産業構造審議会産業技術環境分科会報告書 27

○ 我が国の公的研究機関及び大学における研究費の民間負担率は、主要国間で比較すると低水準。
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図 ５－13／民間企業による社外支出研究費の割合図２－12／負担部門から使用部門への研究開発費の流れ

出典：科学技術・学術政策研究所「科学技術指標2013」(平成25年８月）

○ 我が国における負担部門から使用部門への研究開発費の流れを見ると、「企業」が負担する研究開発費
は、そのほとんどがそのまま「企業」に流れている。

○ 「政府」からは、主に「公的機関」及び「大学」に研究開発費が流れている。
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３．研究、論文
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出典：科学技術・学術政策研究所「科学研究への若手研究者の参加と貢献」（平成25年11月）
※ Article, Article & Proceedings, Letter, Note, Reviewをカウント。データ年による集計
※ ３年移動平均

図３－１／科学論文における平均著者数の変化

○ いずれの分野においても、平均著者数が増加傾向。
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資料：トムソン・ロイター社のWeb of Science(SCIE, CPIC:Science, 
2011年12月末時点)を基に科学技術・学術政策研究所において集計

平
均
著
者
数



出典：科学技術・学術政策研究所「科学技術指標2013」（平成25年８月）

図３－２／科学論文の分野別割合推移（日本、世界）、日本の分野別論文世界シェア

世界 日本
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○ 我が国の科学論文数の分野別割合は、臨床医学は増加傾向にある一方、化学、基礎生命科学は減少。
○ 我が国は論文世界シェアよりTop10%論文世界シェアが低く、特に計算機・数学のシェアが低い。

※ 分析対象は、article, article & proceedings (article として扱うため),letter, note, review 。分数カウント法によ
る。

※ 物理学：物理学、宇宙科学
※ 計算機・数学：計算機科学、数学
※ 環境・地球科学：環境/生態学、地球科学
※ 臨床医学：臨床医学、精神医学/心理学
※ 基礎生命科学：農業科学、生物学・生科学、免疫学、微生物学、分子生物学・遺伝学、神経科学・行動学、薬理学・毒性学、

植物・動物学
資料：トムソン・ロイター社 Web of Science (SCIE, CPCI:Science)を基に、科学技術・学術政策研究所が集計

※ 被引用数は、2012 年末の値を用いている。



出典：科学技術・学術政策研究所「科学技術指標2013」（平成25年８月）

図３－３／主要国の論文シェア及びTop10％補正論文数シェアの推移
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※ 分析対象は、article, article & proceedings (articleとして扱うため), letter, note, reviewである。全分野での論
文シェアの3年移動平均（2011年であれば2010、2011、2012年の平均値）。分数カウント法である。

資料：トムソン・ロイター社 Web of Science (SCIE, CPCI:Science)を基に、科学技術・学術政策研究所が集計

全分野での論文数シェア 全分野でのTop10%補正論文数シェア

○ 中国の論文数シェア及びTop10％補正論文数シェアが1990年代後半から急激に増加。我が国や米国、英国
等のシェアは低下傾向。



出典：科学技術政策研究所 科学技術政策研究レビュー第５巻 「研究論文に着目した大学ベンチマーキング
～日独比較の試み～」（平成25年６月）

図３－４／日独の個別大学の論文数およびTop10％論文数の分布の比較

○ 日本とドイツを比較した場合、上位校の論文数及びTop10％論文数が多い一方で、中位校の論文数及び
Top10％論文数が少ない。
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※ 途中結果であり、最終的な結果が変わる可能性がある。



出典：エルゼビア社スコーパスに基づいて科学技術・学術政策研究所作成

図３－５／世界の科学的出版物と共著論文の状況（2003-2013）

2003年 2013年

○ 2003年から2013年にかけて、世界全体で国際共著論文が大きく増えている。欧米各国間の共著関係が
増加している一方、我が国の国際共著論文数は相対的に少ない。
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出典：科学技術・学術政策研究所「科学における知識生産プロセス：日米の科学者に対する大規模調査からの主要な発見事実」
（平成23年12月）

図３－６／ストークスに従った研究プロジェクトの分類（高被引用度論文産出群）
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○ 日米のトップレベル研究者に対する調査によると、パスツールの象限（２つの基本的な動機の両方が非
常に重要とされたもの）に当てはまる研究プロジェクトが、米国は日本の２倍以上。

※ 高被引用度論文産出群：各分野において被引用度1%の高校引用度論文を生み出した研究プロジェクト
※ 研究プロジェクトには、①基礎原理の追求、②現実の具体的な問題解決という２つの基本的な動機があると仮定し、

この２つの動機を用いて、研究プロジェクトをストークスの４象限に分類。例えば、パスツールの事象は、２つの基
本的な動機の両方が非常に重要とされたものを指す。



図３－７／国際的に注目を集める研究領域への日本の参画状況

○ 647研究領域の中で我が国は263研究領域に参画しているが、英国は388研究領域、ドイツは366研究領域
に参画しており、参画領域数で大きな差が生じている。

出典：科学技術政策研究所「サイエンスマップ2008」（平成22年５月）

サイエンスマップ調査：高被引用度論文（各分野で被引用回数が上位１％の論文）を分析対象とし、国際
的に注目を集めている研究領域の動向を調査
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※ 参画とは、研究領域のコアペーパーに１件以上関わっている場合である。



図３－８／ＩＥＥＥ（米国電気電子学会）刊行物の分野構造の変化

出典：科学技術政策研究所「NISTEP ブックレット－１ 日本の大学における研究力の現状と課題（Ver.2）」(平成25年４月) 37

資料：科学技術政策研究所 「IEEEのカンファレンスと刊行物に関する総合的分析-成長・激変する世界の電気電子・情報通信
研究と日本-」 調査資料-194

○ 世界の刊行物のコンピュータ及び信号処理、通信の分野シェアが増える中、我が国は世界の分野構造の
変化に対応していない。



出典：文部科学省作成

1901－ 1990年 1991－ 2000年 2001－ 2013年 合計

米国 156 39 52 247

ドイツ 58 5 5 68

英国 65 3 10 78

フランス 22 3 7 32

日本 5 1 9 15

図３－９／ノーベル賞受賞者数（自然科学系）

○ 今世紀に入ってから、我が国は米国、英国に次いでノーベル賞受賞者数が多い。

38
＊ 2008年南部陽一郎博士は、米国籍であることから、米国に計上



図３－10／ノーベル賞などの画期的な成果をもたらした科研費の研究成果の例

出典：文部科学省作成 39



図３－11／社会へのブレークスルーや日常生活、地域社会・経済に影響をもたらした科研
費の研究成果の例

40出典：文部科学省作成



図３－12／戦略的創造研究推進事業の成果例

41出典：文部科学省作成


